予算要求資料
平成28年度当初予算
支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名 　　科学技術振興センター管理委託費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　産業技術課　管理調整係　電話番号：058-272-1111（内3099）

　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp 

１　要求額　　　　71,574千円（前年度予算額：73,624千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	73,624
	0
	0
	9,964
	0
	0
	4,503
	0
	59,157

	要求額
	71,574
	0
	0
	9,830
	0
	0
	4,619
	0
	57,125

	決定額
	71,574
	0
	0
	9,830
	0
	0
	4,619
	0
	57,125


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　岐阜県科学技術振興センターの施設管理及び運営を効率的に行うため、指定管理者制度を導入し、指定管理者に施設の維持管理、運営を委託する。
　　なお、指定管理者は次のとおりです。
【指定管理者】(株)三和サービス（岐阜市）

（２）事業内容

　　各務原市にある岐阜県科学技術振興センターについて、指定管理者が次に掲げる施設管理業務を行う。
　　・施設維持管理業務

　　・貸出施設管理運営業務

　　・科学技術図書資料室管理運営業務

（３）県負担・補助率の考え方

　　施設管理に要する経費のうち、貸出施設の利用料等の収入を除いた経費を指定管理料として県が負担する。
３　事業費の積算内訳
（１）指定管理料

　　　７１，５７４千円
○施設管理運営経費　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	事業内容
	金　　額

	
	

	【収入】

	指定管理料
	７１，５７４

	利用料金等収入
	８，４５０

	収入計
	８０，０２４

	【支出】

	施設維持管理費（※）
	７８，４７９

	情報システム保守管理業務費
	６４８

	貸出施設管理運営業務費
	１１５

	研究交流サロン整備費
	１０５

	科学技術図書資料室管理運営業務
	６７７

	支出計
	８０，０２４


（※）事業全体の人件費は施設維持管理費に計上
（２）県収入額

１４，４４９千円
（内訳）目的外使用許可団体使用料　4,318千円

　　　　　土地貸付料　　　　　　　　5,512千円

　　　　　目的外使用許可団体管理費　4,210千円
　　　　　開放研究室共益費　　　　　　409千円
	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県科学技術振興センターの管理運営に指定管理者制度を導入し、民間事業者等が有するノウハウを活用し、効率的な管理運営等により県民サービスの質の向上を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　施設管理業務を委託するものであり、具体的な達成目標を設定できない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　指定管理者が県との協定に基づき施設の管理運営を行った。

　現指定管理者の指定管理期間は平成２６年度までのため、新たな指定管理者の指定を行った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　指定管理者により適切に管理運営が行われた。（H27.3末現在）



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　岐阜県科学技術振興センターは県有施設であり、効率的な管理運営業務が必要である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　指定管理者制度を導入したことにより、事業費の節減や県民サービスの向上が図られた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	指定管理者の指定にあたっては公募方式を採用しており、施設の管理運営方法や必要経費について審査のうえで指定管理者を決定することで、事業実施方法や経費について精査している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　岐阜県科学技術振興センターは開館から１７年が経過し、施設設備の老朽化による故障等が懸念されることから、施設運営に支障がでないように適切な維持管理と計画的に予防的修繕を実施していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　指定管理者による施設の管理運営を行っていく。



